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100.0%
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0.0%
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0.0%
0.0%
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100.0%

【前回評価】現状のまま継続
【前回評価への回答】特になし
【事業のＰＲ方法】市ホームページ、広報紙等への掲載。医療機関への協力依頼
【費用対効果】子育て世代及び子どもを望む世代の経済的負担
【補助事業以外の事業】特になし
【その他】特になし

成果指標の推移① 2,306 2,309 1,958
成果指標の推移② 61 63 54

特
記
す
べ
き
事
項
等

翌年度繰越金/市補助金 0.0% 0.0% 0.0%
交付件数 2,306 2,309 1,958

支出計/前年度支出計 99.7% 81.9%
自己資金/前年度自己資金

0.0% 0.0%

計 11,201,200 100.0% 11,165,100 100.0% 9,139,600
（翌年度繰越金） 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

9,139,600
人件費 0.0% 0.0%

支
出

事業費 11,201,200 100.0% 11,165,100 100.0%

その他事務費 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

100.0% 9,139,600

計 11,201,200 100.0% 11,165,100 100.0% 9,139,600
（前年度繰越金） 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

会費収入 0.0% 0.0%
事業収入 0.0%

0.0% 0.0%
市補助金 11,201,200 100.0% 11,165,100

上記項目の
積算方法

補助金交付要綱第４条

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成30年度 令和元年度 令和２年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 0 0.0% 0 0.0% 0

0.0%
寄付金・その他助成

補助対象経費 ワクチン接種及び抗体検査に要した費用として医療機関に支払った額

補助対象事
業・活動の内

容

予防接種又は抗体検査を受けた者の経済的負担の軽減を図るため、補助金を交付することに
より、予防接種等を受けやすい環境を整備し、もって保健及び福祉の向上に資することを目
的とする。

□運営補助のみ　　■事業補助のみ　　□運営補助と事業補助の両方　　□その他

補助金額又は
補助率

・ロタ：接種費用の半額（上限：１価７，５００円、５価５，０００円）　・おたふく：接
種費用の半額（上限：３，０００円）　・風しんワクチン：接種費用（上限：６，０００
円）　風しん抗体検査：接種費用（上限：２，０００円）

成果指標② 接種対象年齢における接種率 ８０％以上 令和３年度

補助対象者
乳幼児、小学生未満（ロタウイルスワクチン、おたふくかぜワクチン）
成人（風しん含有ワクチン、風しん抗体価検査）

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 申請件数 １，３００件 令和３年度

令和３年度
予算額

5,098 千円

国県支出金 一般財源 その他 その他の内容

5,098

令和２年度
予算額 13,008

事業費名称 感染症等予防費、感染症等予防費（一般分）

根拠法令 薩摩川内市予防接種等補助金交付要綱

補助経過年数 ６年以上１０年以下

令和３年度 予防接種等補助金 評価表

所管部課名 市民福祉部　市民健康課 担当者 大村
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要件 項　　目 評価 評価した内容についての説明

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体等
の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市民の
福祉の向上及び利益の増進に寄与している。

A

子育て世代及び子どもを望む世代の経済的負担の軽減を
図ることにより、予防接種等を受けやすい環境を整備
し、保健及び福祉の向上に寄与している。

必
要
性

　特定の目標・成果の達成に向けた、団体等への
支援や社会的弱者の救済、地域的ハンディ等への
支援が必要である。

A

子育て世代及び子どもを望む世代の経済的負担の軽減を
図り、継続的な支援が必要である。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに合
致しており、かつ、その目標・成果の達成に向け
て、適切な効果を生じている。（その目標・成果
を測るための適当な効果指標の設定がなされてい
る。）

A

接種率の向上により、乳幼児の感染症予防及び感染症治
療に係る医療費抑制につながる。

①　補助の対象となる事業について、行政が直接
実施するよりも、行政以外の者が行う方が適当で
あると明確に認められる。

A

市が行うべき事業である。

②　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補助
金等の交付以外に適当な政策手段がないか、又は
当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段である
と明確に認められる。

A

任意予防接種の接種率向上のために、有効な手段であ
る。

③　補助率又は補助額が、明確な根拠によって積
算されたものであり、かつ、社会経済情勢に照ら
し、著しく妥当性を欠く水準とはなっていない。
（交付要綱の補助基準）

A

補助金交付要綱で明確に規定されており、経費の内容も
適正である。

≪今後の改革の方向性≫ ≪視点別評価≫

■現状のまま継続 　公益性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

□見直しの上で継続 　必要性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

 ⇒今後の方向性　 □充実　 　有効性　　　　　⇒　　□高い　　　□低い

　　　　　　　　  □移管・統廃合 　適格性・妥当性　⇒　　□高い　　　□低い

　　　　　　　　  □縮小 ≪今後の改革の方向性≫

□休止・廃止 □現状のまま継続

≪上記方向の理由≫ □見直しの上で継続

 ⇒今後の方向性　 □充実　 

　　　　　　　　  □移管・統廃合

　　　　　　　　  □縮小 

□休止・廃止

≪改革・改善の内容とそれを実施していくための
手段・計画≫

≪まとめ≫

広報誌等への掲載による保護者等への周知及び医
療機関への協力依頼。

〈補助金の視点別評価〉　　　　　　　　　　　　【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=課題あり】

適
格
性
及
び
妥
当
性

〈所管課による補助金等の見直し結果〉 ＜行政改革推進委員会による見直しに対する意見＞

内
部
評
価
結
果

外
部
評
価
結
果

交付要綱に基づく適正な補助であり、子育て世代
等の経済的負担の軽減及び乳幼児等の感染症の罹
患リスクの低減に貢献している。
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○薩摩川内市予防接種等補助金交付要綱  

平成２８年３月３１日  

告示第１８８号  

改正 平成２９年９月２９日告示第５３５号  

（趣旨）  

第１条 この告示は、薩摩川内市補助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例

第４０号。以下「条例」という。）第４条第１項の規定に基づき、及び条例を

実施するため、薩摩川内市予防接種等補助金（以下「補助金」という。）に関

し必要な事項を定めるものとする。  

（交付の目的）  

第２条 市長は、予防接種又は抗体検査（以下「予防接種等」という。）を受け

た者の経済的負担の軽減を図るため、補助金を交付することにより、予防接種

等を受けやすい環境を整備し、もって保健及び福祉の向上に資することを目的

とする。  

（交付の対象者）  

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「対象者」という。）は、別表第１

に定める予防接種等を受けた日において、住民基本台帳法（昭和４２年法律第

８１号）に基づく本市が備える住民基本台帳に記録されている者で、別表第１

に定める助成対象に該当する者とする。  

（補助金の額等）  

第４条 予防接種等の補助金の額及び補助の回数の上限は、別表第２に定める額

及び回数とする。  

２ 前項の規定にかかわらず、予防接種等において補助金以外の助成等を受ける

対象者に対しては前項に規定する補助金の額から補助金以外の助成額等を控除

した額を助成するものとする。  

（補助金の申請）  

第５条 補助金の交付を受けようとする対象者又はその保護者（以下「申請者」

という。）は、薩摩川内市予防接種等補助金交付申請書（様式第１号。以下「申

請書」という。）に、次に掲げる書類を添えて、別表第１に定める予防接種等

を受けた日から６箇月以内に市長に申請しなければならない。  

（１） 予防接種等に係る医療機関が発行した領収書  

（２） 予防接種等を受けたことが確認できるもの  

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

（交付の決定等）  
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第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を速やかに審

査し、適当と認めるときは薩摩川内市予防接種等補助金交付決定通知書（様式

第２号。以下「決定通知書」という。）により、申請者に通知するものとする。  

（補助金の請求）  

第７条 前条の規定による通知を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、

補助金の交付の請求をしようとするときは、薩摩川内市予防接種等補助金請求

書（様式第３号）に決定通知書の写しその他市長が必要と認める書類を添えて、

市長に提出しなければならない。  

（調査等）  

第８条 市長は、必要があると認めるときは、交付決定者に対し、必要な報告を

求め、又は関係職員をしてその内容を調査させることができる。  

（補助金等の返還）  

第９条 市長は、交付決定者が虚偽の申請その他不正の行為により補助金の交付

を受けていると認めるときは、当該交付した補助金の全部又は一部の返還を命

ずることができる。  

（見直しの期間）  

第１０条 補助金に係る条例第４条第１項の市長が定める期間は、３年とする。  

（効果の測定）  

第１１条 補助金に係る効果は、次に掲げる指標を用いて測定するものとする。  

（１） 申請件数  

（２） 接種対象年齢における接種率  

（その他）  

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。  

（薩摩川内市風しん等ワクチン接種等補助金交付要綱の廃止）  

２ 薩摩川内市風しん等ワクチン接種等補助金交付要綱（平成２５年薩摩川内市

告示等４５５号。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。  

（経過措置）  

３ この告示の施行の日前にこの告示による廃止前の旧要綱の規定により風しん

ワクチン若しくは麻しん・風しん混合ワクチンの接種又は風しん抗体検査を受

けた者の申請に係る薩摩川内市風しん等ワクチン接種等補助金（以下「旧補助

金」という。）については、なお従前の例による。  
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４ この告示の施行の日前にこの告示による廃止前の旧要綱の規定により交付さ

れた旧補助金については、旧要綱第７条及び第８条の規定は、この告示の施行

後も、なおその効力を有する。  

附 則（平成２９年９月２９日告示第５３５号）抄  

（施行期日）  

１ この告示は、平成２９年１０月１日から施行する。  

別表第１（第３条関係）  

予防接種等の種類  助成対象  

ロタウイルスワク

チン  

１価  生後６週から生後２４週までの者  

５価  生後６週から生後３２週までの者  

おたふくかぜワクチン  １歳以上７歳未満の者であり、かつ、小学校就学の始期

に達する日の前日までの間にあるおたふくかぜの既往

歴がない者  

風しん含有ワクチン  風しん抗体価検査を受けた者で、HI法（赤血球凝集抑

制反応）を用いた検査にあっては抗体価１６以下、EIA

法（酸素免疫法）を用いた検査にあっては抗体価８未満

の者その他市長が必要と認めるもの  

風しん抗体価検査  風しん含有ワクチンの予防接種歴が２回未満の者で、過

去に風しん抗体価検査を受けたことがないもの  

季節性インフルエンザワ

クチン  

季節性インフルエンザワクチンの予防接種を実施する

日の属する年度において、未就学児である者、小学生で

ある者、中学３年生である者、高校３年生である者その

他市長が必要と認める者（薩摩川内市子どもインフルエ

ンザ予防接種補助事業実施要綱（平成２９年薩摩川内市

告示第５３５号）第５条第２項の規定に基づき、予防接

種の費用から補助金の額を差し引いた額を医療機関に

支払った者を除く。）  

別表第２（第４条関係）  

予防接種等の種類  １回当たりの補助金の額  補助の回数  

ロタウイルスワク

チン  

１価  １回のワクチン接種に要した費用として医

療機関に支払った金額の５割とし、７，５

００円を上限とする。  

２回  

５価  １回のワクチン接種に要した費用として医 ３回  

-5-



 

 

療機関に支払った金額の５割とし、５，０

００円を上限とする。  

おたふくかぜワクチン  １回のワクチン接種に要した費用として医

療機関に支払った金額の５割とし、３，０

００円を上限とする。  

２回  

風しん含有ワクチン  ワクチン接種に要した費用として医療機関

に支払った金額とし、６，０００円を上限

とする。  

１回  

風しん抗体価検査  抗体検査に要した費用として医療機関に支

払った金額とし、２，０００円を上限とす

る。  

１回  

季節性インフルエンザワ

クチン  

ワクチン接種に要し

た費用として医療機

関に支払った金額と

し、右欄に掲げる額を

それぞれ上限とする。

未就学児である者：

２，０００円  

２回  

小学生である者：１，

０００円  

２回  

中学３年生である

者：２，０００円  

１回  

高校３年生である

者：２，０００円  

１回  

備考 補助金の額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるもの

とする。  
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